
ＮＯ 部局 所属
受入

人数
民間企業向けＰＲ

〇 官民協働を推進する豊かな発想力を

持つ方

〇 民間企業等と県関係部局をつなぐ調

整力を持つ方

〇 県政の課題を的確に把握・整理する

能力を持つ方

〇 新たな課題に取り組むための発想

力、行動力を持つ方

〇 データのオープン化に係る業務の経

験のある方

〇 経路検索サービス等のスマホアプリ

に詳しい方

〇 ＩＣＴに関する幅広い知識と経験を

備えた方

〇 調整力・折衝力を持った方

業務内容 好ましい経験等

1

①地域公共交通活性化のため、自治体や事業者の枠を超え、利用者目線

によるサービス改善を実現する事業の企画立案

②経路検索サービスに必要なバス情報の標準化・オープン化実現のため

の課題抽出と施策の企画立案

③複数自治体による地域公共交通計画策定のための調整業務

①システムのライフサイクルマネジメントの最適化を図る庁内情報シス

テム化支援

交通政策課

・交通企画・バス担当
2 企画財政部

埼玉県では、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進する

ため、広範にわたる県の各種システムについて、システムの企画から

終了までライフサイクルに応じた支援を行っております。県のＩＣＴ

活用のレベルアップに興味や熱意のある方をお待ちしております。

1 企画財政部

行政・デジタル改革課

・官民連携・行政改革担

当

1

①官民連携の総合相談窓口「Saitama-Collaboration-Lounge（Sai-Co-Lo

／サイコロ）」の運営支援

・民間企業（団体）等からの事業提案等に係る対応

・県職員からの連携事業の相談等に係る対応

②官民連携事業を企画立案する会議の運営支援

③包括的連携企業と県職員との情報交換の機会創設・運営支援

3 企画財政部

情報システム戦略課

・業務システム最適化推

進担当

1

埼玉県では、県と民間企業等とが、それぞれの特性や資源を生かして

協力し合う官民協働を推進しており、行政・デジタル改革課は、官民

連携の窓口として、効果的な県民サービスの創出等に取り組んでいま

す。官民連携を通じて、県民サービスの向上や県政の課題解決を図り

たいという意欲のある方をお待ちしております。

埼玉県では、高齢者等の地域の足の確保するため、効果的・効率的な

地域公共交通の実現に取り組む市町村や交通事業者を支援していま

す。

交通政策課では、国や市町村、交通事業者と連携し、ＭaaＳなど、

ＩＣＴを活用した新たな取組を推進していきたいと考えています。交

通という身近でやりがいのある業務です。

民間企業職員実務研修員 受入れ所属・業務（一覧表）
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ＮＯ 部局 所属
受入

人数
民間企業向けＰＲ業務内容 好ましい経験等

民間企業職員実務研修員 受入れ所属・業務（一覧表）

〇 イベント等の各種プロモーションの

企画・運営等業務の知識・経験があ

る方

○ ウェブ、SNS等の各種情報メディア

の企画・構築・運営等業務の知識・

経験がある方

○ 地方創生関連業務の企画・運営等業

務の知識・経験がある方又は地域お

こし協力隊や先輩移住者等との積極

的な関係構築に対する強い関心・意

欲がある方

〇 情報通信技術を活用した事業・サー

ビスの業務経験と知識

〇 マーケティング、営業企画の業務経

験

〇 地方創生の取組に対する強い意欲

〇 テレビ、ラジオ、ウェブ、ＳＮＳ等

の各種情報メディア関連企業での勤

務経験又はそれらを活用した広報業

務の経験がある方

地方創生に関連する事業・サービス

の業務経験・知識がある方

4 企画財政部
地域政策課・地域振興担

当（ふるさと創造資金）
1

　東京都に隣接し高い交通利便性がありつつ、豊かな自然に囲まれた

地域もある本県は、リモートワークなど新しい働き方とゆとりある暮

らしを実現するのに最適な移住先です。

　こうした埼玉県の強みをイベント等の各種プロモーション事業や

ポータルサイト、公式SNS等を使って効果的に発信し本県への移住・

定住を促進を図ることで、地域の活力維持・向上を実現するやりがい

のある業務です。

　実際の業務は、県庁内各部局、県内市町村、民間企業、先輩移住者

と連携しながら進めていく必要があるため、コーディネーションやプ

レゼンテーション、コミュニケーションなどの能力が求められます

が、こうした業務を通じて各主体のキーマンとの人脈形成ができる貴

重な機会になると考えます。

　本県への移住・定住の促進などに熱意をもって取り組んでいただけ

る方をお待ちしております。

①埼玉への移住・定住を促進するための官民連携による各種プロモー

ション事業の企画・運営

②埼玉への移住・定住の魅力をSNS（instagramやＸなど）やポータルサ

イトなどの広報媒体を通じて効果的に発信する取組

③地域おこし協力隊や先輩移住者など、本県に移住し地域で活躍してい

る方と連携し、埼玉への移住・定住を促進する取組

①地域の特色ある資源（観光、伝統文化、自然等）の活用方法や戦略に

関する調査

②地域の魅力を高める効果的な情報発信の企画及び施策の実施

③官民連携、地域間連携による地域の「稼ぐ力」の向上への取組

④企業やフリーランスの方が本業・副業などで地域づくりに関わること

を推進する取組
1

　業務を通じて、県内各地域の実情を把握し、県・市町村・民間企業

が連携して取り組む地方創生に主体的に関わることができます。若い

人材に実践的な経験を積ませることができ、研修後の業務においても

その経験やノウハウの活用を図れます。

　地域の特色を生かした新しい事業の創出やビジネスチャンスの獲得

につながることも期待できます。

5 企画財政部
地域政策課・地域振興担

当（地域企画担当）
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ＮＯ 部局 所属
受入

人数
民間企業向けＰＲ業務内容 好ましい経験等

民間企業職員実務研修員 受入れ所属・業務（一覧表）

〇 ＩＣＴの知識を活かし、業務改善の

支援ができる方

〇 多様な人材との協働について理解が

ある方

〇 新たな課題に取り組むための柔軟な

発想力、行動力を持つ方

〇 埼玉の魅力を発掘・創造し、効果的

に発信するという試みにチャレンジ

する発想力と行動力を持つ方

〇 県庁各課･市町村･企業･団体など様々

な主体をつなぎ、官民協働のアイデ

アと取組を引き出す調整力を持つ方

〇 ウェブ広報の知識・経験を持つ方

〇 ウェブのアクセス解析の知識・経験

を持つ方

〇 民間での経験を生かし、県ＨＰ等の

改善に前向きに取り組める方

6 総務部

人事課

・スマートステーション

担当

1

7

1

スマートステーション「flat」は、庁内の定型的・補助的な業務を集

約し、ＩＣＴの活用等によって効率的に処理を行い、県庁の生産性・

創造性を向上させ、「働き方改革」を推進する組織です。また、ス

タッフとして障害者を雇用し、健常者と障害者が共に働く場となって

います。あなたの知識・経験を生かして、県庁の働き方改革を一緒に

推進していきませんか。

広報課では、県民目線でより多くの人に伝わる広報の実現に向け、ク

ロスメディア広報を推進しています。

新鮮な情報をタイムリーに届けるためにウェブ広報が果たす役割は非

常に大きいです。

災害や感染症流行下における非常時広報においても、ウェブやＳＮＳ

による迅速な情報提供が欠かせません。

こうしたスピード感のある情報提供が求められる一方で、自治体の日

常広報では公平性・慎重性も必要となり、ウェブ担当では地道なＨＰ

のコンテンツ管理業務も行っています。

ウェブ広報の知識・経験を持ち、県民のために県ＨＰ等を見やすく分

かりやすいものに改善していただける熱意と柔軟性のある方、職員と

力を合わせて情報発信に取り組んでくださる方をお待ちしています。

1

①ＩＣＴ等を活用した県庁業務改善支援

②障害者スタッフへの業務支援

③スマートステーション業務に対する支援全般

①埼玉の魅力に関するプロモーション施策の展開

②埼玉への愛着を深めてもらうため県民の日（11月14日）を中心に記念

事業を実施

①ＨＰ、ＳＮＳのアクセス解析による戦略的広報の推進

②ＨＰのコンテンツ管理

③ＳＮＳを活用した情報発信

県民生活部
県民広聴課

・魅力発信担当

県民広聴課・魅力発信担当では、本県の持つ魅力や強みを発掘・創造

して県内外にPRすることで、県民の郷土に対する愛着や誇りの醸成

を目指しています。魅力発信を通じて埼玉の存在感を高めていくこと

で、今後も県民が誇れる埼玉県を目指したいと考えています。また、

地域の活力を維持・向上させていくためにも、本県の魅力を県外にも

積極的に発信することで県内へ人を呼び込み、交流人口の増加を目指

しています。

当課・魅力発信担当は、埼玉の魅力について効果的な情報発信を目指

して企画･調整等の業務を行っており、地域の活性化につながり、や

りがいのある仕事に携われる職場です。埼玉の魅力の発掘・創造と発

信に熱意を持って取り組んでいただける方をお待ちしております。

8 県民生活部
広報課

・ウェブ担当
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ＮＯ 部局 所属
受入

人数
民間企業向けＰＲ業務内容 好ましい経験等

民間企業職員実務研修員 受入れ所属・業務（一覧表）

○ クロスメディア広報の知識・経験を

持つ方

○ 民間での経験を生かし、県広報の改

善に前向きに取り組める方

〇

〇 柔軟な発想のできる企画力、行動力

のある方

〇 関係団体等との調整力、コミュニ

ケーション力のある方

〇 スポーツが好きで、意欲を持って取

り組んでいただける方

県民生活部

広報課

・テレビ・ラジオ・広報

紙担当

1

①県広報紙等を活用した情報発信

②県広報の改善のための調査・検討業務

広報課では、県民目線でより多くの人に伝わる広報の実現に向け、ク

ロスメディア広報を推進しています。

お届けする情報の種類に応じて、広報紙やテレビ、ラジオ、ウェブや

ＳＮＳなどの多様な媒体を駆使した情報提供が欠かせません。

コロナ禍や災害のような非常時においてはスピード感のある情報提供

が求められる一方で、自治体の日常広報では公平性・慎重性も必要で

あり、またその属性に関わらず、すべての人に情報を届けるという特

殊性があります。

時代の変化とともに、個人が情報収集する方法も変化しています。

クロスメディア広報の推進と併せて、今後の自治体広報のあるべき姿

を考えるための広報実態調査及び検討業務に前向きに関わってくださ

る方をお待ちしています。

1

埼玉県は、「スポーツがはぐくむ　輝く埼玉」を目指し、スポーツ参

画人口の拡大、スポーツを通じた地域活性化、プロスポーツチームと

の連携、トップアスリートの輩出、パラスポーツの振興などの施策を

積極的に展開しています。

本県では、スポーツを通じた県民生活の向上や地域社会の活性化のた

めの施策をより一層推進していきます。

その力になっていただける方をお待ちするとともに、民間視点からも

たらされる施策の効率的・効果的展開、組織の活性化が図られること

を期待しています。

9

①企業向けLGBTQ事業の企画・広報・施策の実施 企業においては、誰もが働きやすい環境づくりを進め、多様な人材を

確保することが、今後の企業活性化の鍵になるといっても過言ではあ

りません。また、いわゆるＬＧＢＴ理解増進法が令和5年6月に施行

され、企業に対し、普及啓発、就業環境の整備、相談の機会の確保等

を行うことで、雇用する労働者の理解の増進に努めるものとされたこ

ともあり、社内においてLGBTQに関する取組の推進が喫緊の課題と

なっています。

埼玉県では、令和4年7月に施行された埼玉県性の多様性に関する社

会づくり条例に基づき、LGBTQに関する企業の取組に対し、様々な

支援を行なっています。LGBTQを取り巻く現状や県内企業の先進的

取組などを共に学び、注目度が高まっているLGBTQ事業の推進に力

になっていただける方をぜひお待ちしています。

①スポーツに関する施策の総合的企画・調整、実施

②プロスポーツチーム等の支援及び協働

③「埼玉県スポーツ推進計画」の策定・進捗管理　　等

ダイバーシティ推進など企業におけ

る多様な人材の確保・育成・職場環

境づくりに関心をお持ちの方

11 県民生活部

スポーツ振興課

・スポーツ連携・企画担

当

10 県民生活部
人権・男女共同参画課・

LGBTQ担当
1
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ＮＯ 部局 所属
受入

人数
民間企業向けＰＲ業務内容 好ましい経験等

民間企業職員実務研修員 受入れ所属・業務（一覧表）

〇 前例のない施策にチャレンジする意

欲がある方

〇 企画力・コミュニケーション力があ

る方

〇 災害や危機に関する業務に熱意を

持って取り組める方

〇 事業・取組の普及啓発や啓発イベン

トの開催・運営の経験がある方

〇 防災に関する幅広い知識や経験を有

する方

〇 課題解決に向けた企画立案能力や業

務に意欲的に取り組む行動力のある

方

〇 営業経験のある方

〇 消防団員又は消防団の活動に関心の

ある方

〇 中規模物流施設（倉庫）の維持、管

理、企画、運営のノウハウや知見を

有する方
〇 災害時の物資調達、輸送、配送のノ

ウハウや知見を有する方

〇 ライフライン復旧のノウハウや知見

を有する方

14 危機管理防災部
消防課

・消防・調整担当
1

県では市町村とともに消防団の充実強化に取り組んでいます。県職員

や消防本部からの実務研修職員とともに、民間企業の視点から消防団

員の確保という課題に取り組むことで、地域における共助の取組への

理解を深めることができます。また、危機管理防災部における災害対

応を通じて県の危機管理への取組について知ることができます。

15 危機管理防災部

災害対策課

・防災基地・防災訓練担

当・災害対策担当

2

災害時に避難者へ提供する食料等の物資を収集し、各避難所へ配送・

搬送する拠点となる、県防災基地等の強化を図っています。

埼玉県の防災拠点は、５つの防災基地、埼玉スタジアム2002、さい

たまスーパーアリーナ等の大規模施設など数多くあります。

災害時、避難所へ送られる物資がどのようにオーダーされ、どのよう

に配送されるのか、国・都道府県・市町村が担う、物資輸送のオペ

レーションや連携を学ぶことが出来ます。

また、埼玉県の地域防災計画や災害時の応援協定など、県における災

害対策全般を所掌しています。

埼玉県の防災行政について幅広く学ぶ事が出来ます。

災害への備えを普段の生活の中で取り組み自助を促進する「イツモ防

災事業」や自主防災組織の活性化など共助を促進する「ミンナ防災事

業」に取り組み、地域防災力の強化を図っています。

自助・共助のさらなる普及啓発に向けた新たな取組をすすめ、埼玉県

の防災行政に一緒に取り組んでいただける方をお待ちしています。

本業務は令和２年度から開始した本県の重点施策です。シナリオ作成

や図上訓練には実動部隊である自衛隊、消防、警察をはじめ、ライフ

ライン事業者や災害時応援協定締結事業者など様々な防災関係機関が

参加するため、防災に関する幅広い人脈を築くことができます。ま

た、県の業務継続計画（ＢＣＰ）業務に携わることで、県の考え方や

運用を学ぶことができ、貴社のＢＣＰ運用の参考となります。

災害や危機から県民を守るという安心・安全の最前線で私たちと一緒

に働いていただける方をお待ちしております。

危機管理防災部
危機管理課

・企画担当
12

①災害や危機ごとに対処すべき行動や役割を定めたシナリオの作成

②シナリオに基づく図上訓練の実施

③業務継続計画（ＢＣＰ）に関する業務（非常時優先業務の取りまと

め、ＢＣＰ訓練の実施）

減災に向けた自助・共助の推進に関する業務

①消防団加入促進に関するＰＲ活動

②「消防団応援の店」協賛店舗の新規開拓

③消防団協力事業所表示制度の普及促進

①防災基地において、災害時に効率的かつ作業環境が安全な災害物資オ

ペレーション（搬入・荷捌き・配送）の検討

②避難所での新たなニーズによる備蓄物資品（流通備蓄を含む）の調達

の検討

③防災基地の機能強化方策（ハード面・ソフト面）の検討

④物資輸送の広域連携方策（９都県市、東京・埼玉）の検討

⑤民間企業等との災害時応援協定の締結

⑥埼玉県地域防災計画等の修正

1

13 危機管理防災部
危機管理課

・震災予防担当
1
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ＮＯ 部局 所属
受入

人数
民間企業向けＰＲ業務内容 好ましい経験等

民間企業職員実務研修員 受入れ所属・業務（一覧表）

〇 新たな課題に取り組むための発想

力、行動力を持つ方

〇 ICT技術やエネルギーの利活用、まち

づくりに関する経験を有する方

〇 エネルギーシステムにかかる知見、

ソリューション提案にかかる発想

力・実行力

〇 SDGsビジネス（特にサービス業な

ど）に関心のある方

〇 新ビジネス創出に関心のある方

〇 官公庁や地方自治体などの政策や施

策立案に関わる調査研究及び支援

〇 地方経済・市場動向の分析

〇 新たな課題に取り組むための発想

力、企画力、行動力を持つ方

〇

埼玉県では、超少子高齢社会の諸課題に対応するため、市町村のコン

パクト、スマート、レジリエントの３つの要素を兼ね備えたまちづく

りを支援する「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」に全庁を挙げ

て取り組んでいます。また、気候変動への対応としてカーボンニュー

トラルの実現に向けた取組を進めています。

エネルギー環境課では、埼玉版スーパー・シティプロジェクトの旗振

り役として、制度設計やワンストップ窓口としての市町村からの相談

対応、各種支援策の実施等を行っているほか、エネルギーの効率的利

用に関する施策に取り組んでいます。

10年後、20年後を見据えた取組であり、高い関心を持ち、熱意のあ

る方をお待ちしております。

水環境課では、「SAITAMAリバーサポーターズプロジェクト（リバ

サポ）」を始動し、企業との連携による新たな取組にチャレンジして

います。約320社の企業サポーター、約760団体の川の国応援団にリ

バサポに登録いただき、現在も増加中です。

ビジネスを通じたSDGsの実現や、豊かな水環境の保全に関心と熱意

のある方をお待ちしております。

①民間企業や地域団体、市町村、県等との連携による新たなビジネスや

環境保全活動の創出

②ポータルサイトやSNS等を活用し、埼玉の川の魅力や水辺での活動を

発信

③水辺などでのビジネスや川の保全活動に関心がある民間企業の掘り起

こし

①埼玉版スーパー・シティプロジェクトの推進に係る以下の業務

・市町村のプロジェクト推進のための支援業務

・市町村と民間企業等とのマッチング支援策の企画・運営業務

・庁内関係各課との調整業務

②将来の脱炭素に向けた再生可能エネルギーの推進や非常時のエネル

ギー確保など、分散型エネルギーシステムの構築や効率的なエネルギー

利用に資するソリューションに関する業務

SDGs達成に向け、サーキュラーエコノミーを構築するため、廃棄物

のリサイクル率の向上や排出量の削減などが必要となります。

資源循環推進課では、市町村等と連携し一般廃棄物のリサイクルや削

減を進めるための施策の企画や調整を行っています。

市町村も含めた県全体の一般廃棄物や産業廃棄物などの廃棄物行政全

般に関わる重要な役割を果たしており、意欲的に取り組む職員も多く

やりがいのある職場です。

18 環境部

資源循環推進課

・企画調整・一般廃棄物

担当

1

1

1

①一般廃棄物の処理状況について社会的な要因や経済動向などを踏まえ

た分析

②一般廃棄物の排出削減及び再生利用率向上に向けた施策の立案

③第10次埼玉県廃棄物処理基本計画に向けて、現状分析及び課題の抽出

④コロナ禍による事業系・家庭系一般廃棄物の排出状況の変化の分析

⑤職員に対し分析手法などの研修の実施

16 環境部

エネルギー環境課

・エネルギー企画担当

・創エネルギー推進担当

1

①県内市町村や企業のカーボンニュートラルに係る課題の調査・把握

②カーボンニュートラルに取り組む県内市町村や企業に対する、ソ

リューションを提供できる企業の掘り起こし並びにマッチングの実施

③県内市町村や企業とのカーボンニュートラル実現に向けた連携事業の

企画・提案

埼玉県では、２０５０年カーボンニュートラルを目指し、２０３０年

度の温室効果ガス排出量を２０１３年度比で４６％削減する目標を掲

げ、全庁を挙げて取組を進めており、温暖化対策はその進捗管理や全

体調整を行っております。特に令和５年度からは市町村及び県内企業

のカーボンニュートラルに向けた取組支援を強化しております。

県や市町村におけるカーボンニュートラルに係る事業ニーズを把握で

き、ビジネスチャンスへの発展も期待できます。熱意と意欲のある方

をお待ちしております。

市町村や企業におけるカーボン

ニュートラル実現に向けての具体的

な提案ができる方

17 環境部

水環境課

・浄化槽・豊かな川づく

り担当

19 環境部

温暖化対策課

・実行計画担当

・計画制度・排出量取引

担当
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ＮＯ 部局 所属
受入

人数
民間企業向けＰＲ業務内容 好ましい経験等

民間企業職員実務研修員 受入れ所属・業務（一覧表）

〇 社会情勢等を視野に、課題に取り組

むための柔軟な発想力、行動力を持

つ方

〇 官民連携の推進に興味のある方

〇 少子化対策に対して熱意のある方

○ DX化の推進に知見のある方

〇 販路拡大(営業)、デザイン、商品化

などの経験・専門性のある方

〇 理学療法士（経験年数３年以上）

（①、③）

〇 作業療法士（経験年数３年以上）

（②、③）

〇 言語聴覚士（経験年数３年以上）

（④）

〇 新たな課題に取り組むための発想

力、行動力を持つ方

〇 社会情勢や県庁職場全体を見渡す広

い視野を備えた方

〇 データ分析に関心のある方

福祉部

県では、企業や団体の皆さまに障害者アートの作品紹介や、障害のあ

るアーティストが所属している福祉施設の紹介などマッチングをして

います。障害者アートは、国内外で多くの注目を集めており、企業・

団体での採用事例も多数あります。

世に埋もれている芸術性・創造性豊かな障害者アートの利活用推進に

ご関心のある方のご応募をお待ちしています。

①魅力的な障害者アートを、企業の商品にデザインとして二次利用して

もらえるようＰＲし、二次利用を希望する企業と障害のある作家のマッ

チングを行う。

①健康づくり事業に取り組む市町村、保険者、民間企業との連携強化と

関係者調整

②民間健康アプリ、ＰＨＲ（パーソナルヘルスレコード）などのデータ

を活用した民間企業との新たな連携方法の検討

例えば、健康無関心層などを対象としたＰＨＲ等のデータを活用した行

動変容ツールの構築に向けた検討　など

埼玉県では、結婚から子育てまでの切れ目のない支援による少子化対

策に積極的に取り組んでおり、少子政策課はその中心課として様々な

施策の推進から企画・調整・広報等を担っています。少子化対策に

は、県内の市町村、企業や団体等の多様な主体と協調した取組が不可

欠なため、積極的に官民連携を推進しており、官や民にとらわれない

広い視野が得られます。熱意のある方の応募をお待ちしています。

23 保健医療部
健康長寿課

・健康長寿担当
1

埼玉県では、誰もが健康で、医療費が少なく生き生きと暮らすことが

できる「健康長寿社会」を目指しており、民間健康アプリを活用した

市町村主体の次期健康増進事業の導入を進めています。健康長寿課は

この事業を担当しており県民の健康増進をサポートしています。興味

のある方をお待ちしています。

21 福祉部

障害者福祉推進課

・社会参加推進・芸術文

化担当

1

20 1

①SAITAMA出会いサポートセンター事業の運営支援

②子育てファミリー応援事業の企画・広報・渉外等業務

③少子化対策・子育て支援のための施策の企画・立案・DX化推進

22 福祉部
総合リハビリテーション

センター

①1

②1

③2

④1

①神経難病患者を対象としたブラッシュアップ入院などの短期集中プロ

グラム

②復職・復学に向けた支援・補装具作製、自動車運転再開評価など

③障害者支援施設における高次脳機能障害者を対象とした自立訓練（機

能訓練、生活訓練）

④嚥下障害に対する嚥下評価

総合リハビリテーションセンターは、今後の高齢化により増加が見込

まれる神経難病患患者への訓練や高次脳機能障害者の社会復帰に向け

た訓練を行い、数多くの実績を有しております。

専門的なリハビリ訓練を提供しておりますので、障害者の方が住み慣

れた地域で自立した生活が実現できるよう実践的なリハビリ訓練技術

を習得されたい方を支援します。

少子政策課

・出会い・子育て支援担

当
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ＮＯ 部局 所属
受入

人数
民間企業向けＰＲ業務内容 好ましい経験等

民間企業職員実務研修員 受入れ所属・業務（一覧表）

〇 課題発見力と柔軟な創造力を持ち、

認定業務を経験する中で、行政課題

を発見し改善案を提案できる方

〇 顧客情報の管理・情報集約等を行っ

たことのある方

〇 県民目線に立ち、熱意や誠意をもっ

て業務に取り組める方

〇 公的統計資料や推計値などを用いた

データ分析・プレゼンテーション能〇 多様な専門職と信頼関係を築くこと

ができる高いコミュニケーション能

力

〇 本県の医療・介護問題の本質を理解

し課題解決に熱意を持ち取り組む意

欲

〇 中小企業に関して見識がある方

〇 企業へのＤＸ推進に関心がある方

〇 協調性のある方

2

当課では、指定難病に係る許認可業務及び企画業務の両方を経験する

ことができます。特に許認可業務については、年間4万件を超える申

請を短期間で迅速に処理するなど、県庁内有数の事務量を有する業務

を担当しています。

許認可業務など、民間企業とは異なる行政独自の業務、職務環境を経

験することで、県民や行政にどのようなニーズがあるのかといった民

間企業では経験できない視点や考え方を持つことが期待できます。

難病患者やその家族の支援に熱意をもって取り組める方をお待ちして

おります。

①指定難病医療給付に係る認定審査等に関する業務

②県内の難病医療提供体制等に関する企画（実態調査・分析・在り方の

検討・周知等）業務

③指定難病医療に係る予算の執行管理に関する業務

④課のホームページ等を使った指定難病情報等の広報に関する業務

①サービス産業事業者のＤＸ推進に関する企画

②中小小売店へのキャッシュレスの普及に関する企画

③キャッシュレス決済等によって得られるデータを経営に生かす手法の

研究

④サービス産業支援に資する、統計やデータの分析

医療整備課

・在宅医療推進担当

26 産業労働部

商業・サービス産業支援

課

・総務・サービス産業担

当

1

新型コロナウイルス感染症の影響により、サービス産業は厳しい経営

環境にあります。

非対面・非接触の対応が求められる中、デジタルの活用は重要度を増

しています。

当課では、デジタルの活用やＤＸの取組が進んでいない中小サービス

産業事業者に向けて、専門家派遣やセミナーにより、ＤＸ推進を支援

しております。

県内のサービス産業事業者の労働生産性の向上を促進するため、柔軟

な発想を持って取り組んでいただける方をお待ちしています。

24 保健医療部
疾病対策課

・指定難病対策担当

1

①埼玉県の在宅医療推進方策や具体的取組を検討する有識者会議の企

画・運営

②訪問診療を促進する方策や具体的な評価方法等の検討など

③機能強化連携型の在宅療養支援診療所を増やすための方策等の検討な

ど

④ＡＣＰを効果的に普及啓発させる方策や具体的な評価方法等の検討な

ど

⑤在宅医療従事者の安全を確保するための方策等の検討など

25 保健医療部

全国一早いスピードで高齢化が進む埼玉県では2025年に向けて在宅

医療ニーズが爆発的に増大します。

医療整備課では、在宅で療養を希望する全ての患者が住み慣れた地域

で最期まで自分らしい生活を送ることができるよう医療・介護関係者

と緊密に連携しながら患者が望む医療・ケアの実現を目指していま

す。

県の医療施策を多職種の方々と共に考え協力しながら具体的に実行す

る仕事です。

直面する県政の課題に熱意を持って取り組んでいただける方を職員一

同、心よりお待ちしています！
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ＮＯ 部局 所属
受入

人数
民間企業向けＰＲ業務内容 好ましい経験等

民間企業職員実務研修員 受入れ所属・業務（一覧表）

〇 新たな事業の立ち上げなどの経験を

持つ方

〇 新たな課題に取り組むための発想

力、行動力を持つ方

〇 経済情勢や社会情勢を見渡す広い視

野を備えた方

〇 社会・経済情勢や中小企業の経営環

境を見渡す広い視野を備えた方

〇 中小企業の財務・経理に詳しい方

〇 雇用労働や社会福祉などに興味・関

心のある方〇 データの整理・分析などが得意な方

〇 国、県庁、企業・団体など様々な主

体と調整するなど行動力・調整力の

ある方

〇 人との付き合いが好きな方

29

28 産業労働部

①社会・経済情勢に対応した中小企業向け融資制度の企画・運営

産業支援課

・創業支援担当
1

埼玉県では、「渋沢栄一創業プロジェクト」を立ち上げ、伴走型の創

業支援を行うとともに、ビジネスマッチングの支援として、マッチン

グの場の創造に向けた検討を進めています。産業支援課では、その旗

振り役として、制度設計、各種調整業務を行っており、やりがいのあ

る職場です。県の創業・ベンチャー支援施策に興味や熱意のある方を

お待ちしております。

①創業前の相談から創業後のフォローアップまでの一貫した創業支援の

実施

②成長が期待されるベンチャー企業の育成

③渋沢栄一創業プロジェクトの推進

産業労働部

職業能力開発センター

・委託訓練・就職支援担

当

1

埼玉県では、求職者のための職業訓練を実施しており、その中でも委

託訓練とは、民間企業に訓練を委託するものです。コロナ禍で失業者

が増大する中、職業訓練の重要性は高まっています。

本県の委託訓練は、当センターで全て運用しており、その規模は年間

１５億円・全国２位の開講実績です。こうした数多くの訓練実績をも

とに、運用方法の改善など職業訓練の現場と制度の双方の業務に携わ

ることができます。また、これらのデータを分析することで、求人・

求職ニーズに合った委託訓練の構築に携われます。

雇用労働や社会福祉などに関わる社会貢献度の高い職場です。職業訓

練などの経験不問です。御興味・御関心のある企業様の御応募をお待

ちしております！

金融課

・企画・制度融資担当
1

埼玉県では、制度融資を通じて中小企業の資金繰りを支援していま

す。デジタル化の進展や生活様式の変化、更には大規模災害の発生な

ど、中小企業の経営に大きく影響するような社会経済情勢の変化に迅

速に対応できる制度運営が求められています。中小企業の資金繰り支

援や融資制度の企画立案に興味のある方をお待ちしております。

27 産業労働部

①新規訓練コースの企画、設計、調整等

②職業訓練（委託訓練）の訓練状況（入校率、就職率など）や労働市場

（求人・失業状況）などのデータ整理・分析

③新規訓練コースの訓練を実施できる委託先（訓練実施先）等の開拓、

調整

④その他委託訓練に係る調整業務
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ＮＯ 部局 所属
受入

人数
民間企業向けＰＲ業務内容 好ましい経験等

民間企業職員実務研修員 受入れ所属・業務（一覧表）

○ コミュニケーション能力が高く、意

欲のある方

○ 食品流通に関する知識がある方

○ 農産物のマーケティングに興味があ

る方

○ 食品に係る貿易の実務経験がある方

○ 英語、その他外国語が堪能な方（必

須ではありません）

○ 地域の活性化に資する民間商業施設

等の立地についての実績のある方

○ 県や市町村などの公的セクターとの

連携による土地利用等の実績のある

方

○ 民間施設の立地ニーズや民間投資に

係る高度の専門性のある方

〇 法律に関する基礎知識、解釈能力が

ある方

〇 関係者と丁寧にコミュニケーション

が出来る方

○ スケジュールをしっかり管理し、計

画的に事務を執行できる方

30 農林部

農業ビジネス支援課

・販売対策・6次産業化担

当

1

　埼玉県は野菜の産出額が全国上位であり、また、独自に開発した

米、いちご、梨が全国的に非常に高い評価を受けるなど、

実は農業がとても盛んな県です。

　農業ビジネス支援課は、これらの農産物の消費を拡大するため、

様々なＰＲ、量販店や農産物直売所等における販売促進、

地産地消の推進、輸出促進などに取り組んでいます。

　埼玉県の農業を盛り上げるため、これまでの知識・経験を生かし、

熱意をもって取り組んでいただける方をお待ちしています。

①県産農産物の販売促進

　・消費拡大に向けた効果的な情報発信

　・量販店等の県産農産物取扱拡大を目指した取組の企画・実施

②県産農産物の地産地消の推進

　・県民の地産地消に対する理解促進

　・量販店における地場産農産物コーナー設置の推進等

③県産農産物の輸出促進

　・産地の輸出に関する取組の支援

　・海外における県産農産物の認知度向上を目指した取組の企画・実施

①民間事業者と連携し、民間のアイデアやノウハウを活用することで、

河川や調節池に新たな魅力を創出し、地域の賑わいの場、安らぎの場、

経済活動の場とするための、民間事業者や市町村からの相談対応や両者

のコーディネート、また、関係者調整に関する業務。
31 県土整備部

河川環境課

・河川環境担当
1

官民連携による地域活性化の取組みを通して、これまでに利活用が進

んでいなかった水辺空間を活用した新たなビジネスへのヒントとなる

経験を積むことができます。

水辺空間の利活用に関する公共サイドの最新の取組みと官民連携の事

業スキームを身近に経験することができます。

32 県土整備部
県土整備政策課

・訟務担当
1

県土整備政策課 訟務担当では、県土整備部と都市整備部の訴訟関係

の事案や、行政不服審査関係事務などを取り扱っています。職員だけ

で事務を進めるのではなく、県の代理人である弁護士や建設工事紛争

審査会委員である弁護士とも打ち合わせなどを行います。

行政訴訟関係の実務経験を積みたい方、法律関係の知識を実務を通じ

て身につけたい方からなどの応募をお待ちしております。

①訴訟事務に関する調整業務（裁判出席、裁判記録の作成、裁判所への

提出書面の内容確認、代理人である弁護士への説明等）

②行政不服審査に関する事務（審査庁としての受付事務及び形式審査、

行政不服審査会への諮問資料作成等）

③県土整備部・都市整備部の各所属からの法務相談対応（事案に関する

法律的観点からの助言、必要に応じて顧問弁護士相談に向けた書類作成

等）

④建設工事紛争審査会の庶務（電話相談対応、審査会の書類作成等）
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ＮＯ 部局 所属
受入

人数
民間企業向けＰＲ業務内容 好ましい経験等

民間企業職員実務研修員 受入れ所属・業務（一覧表）

○ 法律に関する基礎知識のある方

（民法、税法、不動産登記法等）

○ 課題発見力と改善案の企画力のある

方

〇 課題に取り組むための発想力、行動

力がある方

〇 関係団体等との調整力、コミュニ

ケーション力のある方

〇 県民目線に立ち、熱意や誠意をもっ

て業務に取り組める方

〇 財務やDXに係る社会・技術情勢等に

ついて、最新及び今後の動向等を把

握する視野を備えた方

〇 規則等の解釈に加え、広い視野から

財務の事務処理について、適切な助

言ができる方

35 1
出納総務課

・財務会計制度担当
出納

①公金収納のキャッシュレス化等に係る、各課所の検討・導入・運用等

を支援

②財務会計システム改修に係る、制度・システムの検討、関係課との調

整

③財務事務の適正化等に係る、各課所の実地検査

出納総務課は県の財務制度全般を担当し、公金収納の在り方や財務会

計システムの改修に合わせた制度設計や各種調整業務を行っており、

やりがいのある職場です。財務やDXについて、最新及び今後の社

会・技術情勢等に知見があるとともに、熱意のある方をお待ちしてお

ります

34 都市整備部
住宅課

・マンション担当
1

マンションは、県民の７世帯に１世帯が暮らす重要な居住形態です

が、建物の老朽化や、居住者の高齢化による管理の担い手不足といっ

た課題に直面しています。

そのため、埼玉県では、市町村や関係団体と連携してマンション管理

の適正化に向けて取り組んでいます。

社会的課題の解決に果敢に挑戦する熱意のある方をお待ちしておりま

す。

33 県土整備部 用地課指導・管理担当 1

①公共用地の取得に係る損失補償基準その他例規の策定業務

②公共用地の取得事務に係る事務取扱要綱その他例規の策定業務

用地課指導・管理担当では、道路や河川の整備に必要な公共用地の取

得に係る各種例規の整備や、用地取得事務担当職員の指導・相談業務

を担当しています。公共用地の取得には、民法、税法、不動産登記法

等、様々な法に関する知識が必要となることから、鉄道や電力といっ

た用地取得事務が必要な企業はもちろん、不動産業等の企業の方に

も、経験を活かすことができると思います。

用地課指導・管理担当の業務を通じて、埼玉県の安心・安全な県土づ

くりに貢献してみませんか。

①マンション実態調査の実施

②管理運営に課題を抱える管理組合へのアドバイザーの派遣
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